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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第121期

第３四半期
連結累計期間

第122期
第３四半期
連結累計期間

第121期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 49,021 51,112 73,088

経常利益 (百万円) 2,730 1,724 5,422

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,939 1,150 4,047

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,465 1,955 3,542

純資産額 (百万円) 23,737 27,206 25,814

総資産額 (百万円) 50,067 53,481 55,431

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 77.47 45.96 161.66

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.2 50.7 46.4
 

 

回次
第121期

第３四半期
連結会計期間

第122期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 36.99 15.45
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第121期第３四半期連結累計期間、第122期第３四半期連結累計期間、及び第121期の潜在株式調整後１株当

たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「会計方針の変更」に記載のとおり、在外子会社の収益及び費用は、従来、決算日の直物為替相場により

円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場による方法に変更しており

ます。

当該会計方針の変更を遡及適用し、前第３四半期連結会計期間、前第３四半期連結累計期間、及び前連結

会計年度については遡及適用後の数値を記載しております。　

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はあり

ません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前連結会計年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による成長戦略に基づく経済政策を背景に、企業収益の

向上や雇用情勢が改善するなど、総じて緩やかな回復基調にあります。しかしながら、米国トランプ政権の経済政

策、英国のEU離脱問題などの海外の不安定な政治動向や、地政学的リスクの影響などにより、先行き不透明な状況

で推移いたしました。

防災・情報通信業界におきましては、企業収益が改善するなか民間設備投資が緩やかに増加しておりますが、原

材料価格や労務費の上昇による工事コストの高騰など収益に影響を及ぼす要因もあり、楽観視できない状況にあり

ます。

このような状況のもと、当社グループは、全社を挙げて営業活動を推進してまいりました結果、受注高は62,181

百万円(前年同期比10.0％増)、売上高は51,112百万円(前年同期比4.3％増)といずれも前年同期を上回りました。利

益につきましては、経営計画に基づく人材及び研究開発に対する先行投資の実施などにより、販売費及び一般管理

費が増加し、営業利益は1,720百万円(前年同期比35.2％減)、経常利益は1,724百万円(前年同期比36.8％減)、親会

社株主に帰属する四半期純利益は1,150百万円(前年同期比40.7％減)となりました。

セグメントごとにおける概況は次のとおりであります。

防災事業の火災報知設備と消火設備につきましては、既存物件に対するリニューアル提案の徹底ならびに、新築

受注からメンテナンス受注に至る部門間の連携強化を図り、積極的な営業を推進してまいりました。

以上の結果、防災事業の受注高は51,684百万円(同10.6％増)、売上高は42,332百万円(同4.5％増)、 セグメント

利益(営業利益)は4,840百万円(同15.2％減)となりました。

情報通信事業等の情報通信設備と防犯設備等につきましては、関連部門や関係会社との連携を強化するととも

に、事業の選択と集中を行い、採算性の高い監視カメラ設備やインターホン設備等のリニューアルを中心とした営

業を展開してまいりました。

以上の結果、情報通信事業等の受注高は10,497百万円(同7.1％増)、売上高は8,779百万円(同3.2％増)、セグメン

ト損失(営業損失)は216百万円(前年同期はセグメント利益82百万円)となりました。

なお、当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大き

いため、第４四半期連結会計期間の売上高と他の四半期連結会計期間の売上高との間に著しい相違があり、業績に

季節的変動があります。
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(2) 財政状態の分析

(流動資産)

当第３四半期連結会計期間末の流動資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ2,484百万円減少し、37,581百

万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が減少したことなどによるものであります。

受取手形及び売掛金の減少は回収などによるものであります。

(固定資産)

当第３四半期連結会計期間末の固定資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ534百万円増加し、15,900百万

円となりました。

(流動負債)

当第３四半期連結会計期間末の流動負債の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ3,078百万円減少し、19,770百

万円となりました。これは主に、未払法人税等やその他に含まれる未払金が減少したことなどによるものでありま

す。

未払法人税等や未払金の減少は支払・納付によるものであります。

 (固定負債)

当第３四半期連結会計期間末の固定負債の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ263百万円減少し、6,504百万

円となりました。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末の純資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ1,392百万円増加し、27,206百万

円となりました。

 
 

(3) 事業上及び財政上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　なお、当社は、「会社の支配に関する基本方針」について、以下のとおり決定しております。

①会社の支配に関する基本方針

上場会社である当社の株式は、譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆様より、自由で

活発な取引をいただいております。よって、当社の財務及び事業の方針を支配する者の在り方についても、当

社株式の自由な取引により決定されることを基本としております。したがって、大規模買付提案やこれに類似

する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最終的には株主の皆様の意思により判断さ

れるべきであると考えております。

一方、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、経営の基本理念、企業価値の様々な源

泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を維持し、当社の企業価値及び株主共同の利益を中長期的に

確保し、向上させる者でなければならないと考えております。したがって、企業価値及び株主共同の利益を毀

損するおそれのある不適切な大規模買付提案やこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者として適当ではないと考えております。

なお、大規模買付提案やこれに類似する行為があった場合には、直ちに情報の収集に努め、当該行為が当社

に与える影響を分析し、基本方針に照らして不適切な者と判断した場合には、最も適切な措置をとってまいり

ます。また、必要に応じ当社の考え、意見などを株主の皆様の判断材料となるよう開示いたします。
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②基本方針の実現に資する取組み

当社では、当社の企業価値及び株主共同の利益を向上させることにより、多数の投資家の皆様に長期的に継

続して当社に投資していただくため、下記(イ)の基本方針のもとに下記(ロ)の施策を実施しております。

（イ）当社の経営の基本方針

当社は、1918年の創業以来、「皆様の大切な人命や財産を火災からお守りする」という大きな使命のも

と、製品やシステムの研究開発・製造から販売・施工・保守に至るまで一貫して火災防災に取組んでまい

りました。また今日では、防災で培った技術・ノウハウを核としてセキュリティシステムや情報通信分野

へとその事業の裾野を広げており、これらを融合し、さらに私たちの暮らしの基盤である一般住宅(家庭

用防災)へも事業を拡大し、総合防災企業としてさらなる安心・安全・快適・利便の提供に邁進する所存

であります。

このような背景のもと、当社は、「災害の防止を通じ人命と財産の保護に貢献する」ことを基軸とし、

社会のニーズに適合した価値ある商品とサービスを供給するとともに、お客様、株主、取引先、その他地

域社会の人々及び従業員に豊かな生活と生き甲斐のある場を提供する一方、地球環境の保全に配慮して活

動することを経営の基本方針としております。

（ロ）中長期的な企業価値向上のための取組み

当社は、長期ビジョンのもと、経営理念である「人々に安全を」「社会に価値を」「企業をとりまく

人々に幸福を」を真に実践できる企業集団となることを目指し、グローバルに発展していくために自らを

変革し、変化の激しい市場環境を乗り越えてまいります。

引き続き、国内における営業・施工力、メンテ・サービス力に基づく収益基盤強化を中核に置き、その

収益力を源泉に「メーカー力の強化」「海外事業の強化」「働きがいのある会社の実現」に向けた変革に

挑み、グループ全体としての財務戦略の強化に努め、収益性と資産効率の向上を目指し、利益の最大化に

取組んでまいります。また、リスク管理体制の強化に努め、企業の社会的責任を果たしてまいります。

当社は、これらの取組みとともに株主の皆様をはじめお客様、取引先、従業員などステークホルダーと

の信頼関係をより強固なものにし、中長期にわたる企業価値の安定的な向上を目指してまいります。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

上記のとおり中長期的な企業価値及び株主共同の利益の向上を目指し当社の経営にあたってまいります。そ

のためには、株主の皆様をはじめお客様、取引先、従業員などステークホルダーとの間に十分な理解と協力関

係を構築することが不可欠であります。当社は、平素より適正なる企業運営や適切な情報の開示に努め、当社

のより良き理解者としての株主の皆様を増やしていくことに取組んでまいります。

④当該取組みが基本方針に沿い、当社の企業価値及び株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を

目的とするものでないことについて

当該取組みは、大規模買付提案やこれに類似する行為がなされた際に、当該買付けなどに応じるべきか否か

の判断材料となるよう、平素より適正なる企業運営や適切な情報の開示に努めるものであります。その最終的

な判断が、株主の皆様の意思に委ねられていることから、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保し、向上

させるという目的に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,979百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 57,600,000

合計 57,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,172,000 29,172,000
東京証券取引所　
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

合計 29,172,000 29,172,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

― 29,172,000 ― 3,798 ― 2,728
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 　　
4,137,400

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,023,200
250,232 ─

単元未満株式
普通株式

11,400
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 29,172,000 ― ―

総株主の議決権 ― 250,232 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式1株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ホーチキ株式会社

東京都品川区上大崎
二丁目10番43号

4,137,400 ─ 4,137,400 14.18

合計 ― 4,137,400 ─ 4,137,400 14.18
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

ホーチキ株式会社(E01802)

四半期報告書

 8/17



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,856 7,277

  受取手形及び売掛金 22,946 ※3  17,411

  製品 3,851 3,927

  仕掛品 494 715

  原材料 2,821 3,229

  未成工事支出金 2,439 3,683

  その他 1,728 1,409

  貸倒引当金 △73 △73

  流動資産合計 40,065 37,581

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 3,868 3,876

   その他（純額） 4,964 4,951

   有形固定資産合計 8,833 8,828

  無形固定資産   

   のれん 412 317

   その他 721 737

   無形固定資産合計 1,134 1,055

  投資その他の資産   

   その他 5,497 6,118

   貸倒引当金 △99 △101

   投資その他の資産合計 5,398 6,016

  固定資産合計 15,365 15,900

 資産合計 55,431 53,481

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,188 ※3  3,873

  電子記録債務 5,956 6,211

  短期借入金 1,517 1,342

  未払法人税等 1,304 236

  工事損失引当金 260 309

  製品補償引当金 70 47

  リコール関連引当金 347 210

  その他 9,202 7,539

  流動負債合計 22,848 19,770

 固定負債   

  長期借入金 469 225

  役員退職慰労引当金 8 3

  退職給付に係る負債 5,365 5,380

  その他 924 894

  固定負債合計 6,768 6,504

 負債合計 29,617 26,274
 

 

EDINET提出書類

ホーチキ株式会社(E01802)

四半期報告書

 9/17



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,798 3,798

  資本剰余金 2,728 2,728

  利益剰余金 24,138 24,738

  自己株式 △4,445 △4,445

  株主資本合計 26,219 26,819

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 918 1,375

  土地再評価差額金 △641 △641

  為替換算調整勘定 △692 △464

  退職給付に係る調整累計額 △97 16

  その他の包括利益累計額合計 △513 286

 非支配株主持分 107 101

 純資産合計 25,814 27,206

負債純資産合計 55,431 53,481
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 49,021 51,112

売上原価 32,493 34,875

売上総利益 16,527 16,237

販売費及び一般管理費 13,873 14,516

営業利益 2,653 1,720

営業外収益   

 受取利息 2 2

 受取配当金 50 54

 その他 86 31

 営業外収益合計 139 88

営業外費用   

 支払利息 13 22

 売上割引 17 20

 その他 31 42

 営業外費用合計 63 85

経常利益 2,730 1,724

特別利益   

 有形固定資産売却益 - 10

 投資有価証券売却益 124 64

 特別利益合計 124 75

特別損失   

 有形固定資産売却損 0 -

 有形固定資産除却損 6 6

 投資有価証券評価損 - 33

 災害による損失 4 -

 特別損失合計 11 40

税金等調整前四半期純利益 2,843 1,759

法人税、住民税及び事業税 396 273

法人税等調整額 500 329

法人税等合計 897 602

四半期純利益 1,946 1,156

非支配株主に帰属する四半期純利益 6 5

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,939 1,150
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 1,946 1,156

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △24 456

 為替換算調整勘定 △570 228

 退職給付に係る調整額 113 114

 その他の包括利益合計 △480 799

四半期包括利益 1,465 1,955

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,458 1,949

 非支配株主に係る四半期包括利益 6 5
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【注記事項】

(会計方針の変更)

　在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更

在外子会社の収益及び費用は、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１四半期

連結会計期間より期中平均為替相場による方法に変更しております。この変更は、当社グループにおける在外子

会社の損益の重要性が増加し、今後も継続する見込みであるため、一時的な為替相場の変動による期間損益への

影響を緩和し、在外子会社の業績をより適切に連結財務諸表へ反映させるために行ったものであります。

当該会計方針の変更を遡及適用し、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の連

結財務諸表となっております。　

この結果、遡及適用前と比べ、前第３四半期連結累計期間の売上高は63百万円、営業利益は38百万円それぞれ

減少した一方で、経常利益は2百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は3百万円それぞれ増加しておりま

す。

また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は170

百万円増加し、為替換算調整勘定の前期首残高は同額減少しております。

なお、１株あたり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。　

 
(四半期連結貸借対照表関係)

１　当社は、柔軟な資金調達手段を確保するため、取引銀行４行と貸出コミットメントライン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当第３四半期連結会計期間末の借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

貸出コミットメントラインの総額 5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 -百万円 -百万円

差引額 5,000百万円 5,000百万円
 

　

 
２　手形流動化に伴う手形買戻し義務の上限額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

 814百万円 525百万円
 

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連

結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

受取手形 -百万円 168百万円

支払手形 -百万円 76百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

１　売上高の季節的変動

　前第３四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平

成29年４月１日　至　平成29年12月31日)

当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大きいた

め、第４四半期連結会計期間の売上高と他の四半期連結会計期間の売上高との間に著しい相違があり、業績に季節

的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん

の償却額は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 986百万円 871百万円

のれんの償却額 119百万円 112百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 450 18 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 550 22 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ホーチキ株式会社(E01802)

四半期報告書

14/17



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
防災事業
(百万円)

情報通信
事業等(百万円)

合計(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結損益
計算書計上額
(百万円)

売上高 40,517 8,503 49,021 ― 49,021

セグメント利益 5,707 82 5,790 △3,136 2,653
 

(注) １　セグメント利益の調整額△3,136百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
防災事業
(百万円)

情報通信
事業等(百万円)

合計(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結損益
計算書計上額
(百万円)

売上高 42,332 8,779 51,112 ― 51,112

セグメント利益又は損失(△) 4,840 △216 4,623 △2,903 1,720
 

(注) １　セグメント利益又は損失の調整額△2,903百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３　「会計方針の変更」に記載のとおり、在外子会社の収益及び費用は、従来、決算日の直物為替相場により

円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場による方法に変更しており

ます。

当該会計方針の変更を遡及適用し、前第３四半期連結累計期間については遡及適用後の報告セグメントの

売上高及び利益の金額となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べ、前第３四半期連結累計期間の防災事業の売上高は63百万円、セグメ

ント利益は38百万円それぞれ減少しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 77円47銭 45円96銭

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 1,939 1,150

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

1,939 1,150

普通株式の期中平均株式数(株) 25,034,676 25,034,603
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２　「会計方針の変更」に記載のとおり、在外子会社の収益及び費用は、従来、決算日の直物為替相場により

円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場による方法に変更しており

ます。当該会計方針の変更は遡及適用され、前第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額は

遡及適用を行う前と比べて0.12円増加しております。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ホーチキ株式会社(E01802)

四半期報告書

16/17



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月８日

ホーチキ株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   新   居   伸   浩   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   鈴   木   達   也   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているホーチキ株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ホーチキ株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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